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令和和７年度 海の事故ゼロキャンペーン 

１ 東海地方連絡会議の開催 

  令和 7 年 2 月 19 日に開催された全国海難防止強調運動実行委員会において「海の事故を
防止するには、船舶所有者、運航者をはじめ海事関係者、漁業関係者など、船舶運航に直接
関わる者、マリンレジャー愛好者はもとより、海運、漁業活動の恩恵を享受している国民に
対しても、海難防止思想の普及及び高揚並びに海難防止に関する知識・技能の習得及び向上
を図る必要がある。」等の趣旨の下、海の月間の時期に合わせ、「海難ゼロへの願い」をス
ローガンに、官民一体となって、７月 16 日（水）から 7 月 31 日（木）までの 16 日間、全
国的に令和７年度海の事故ゼロキャンペーンを推進することが決定されました。 

   この決定を受け、東海地方における海の事故ゼロキャンペーン実施計画を策定するため、
海難防止強調運動推進東海地方連絡会議を開催しました。 

 
(1)  作業部会 
   作業部会は、連絡会議（本会議）の準備会議的な位置付けとなっており、連絡会議を構

成する 41 団体組織の中、24 の団体組織で構成されています。5 月 19 日（月）名古屋港湾
会館 3 階第 2 会議室において、16 団体組織から 28 名の出席を得て開催しました。 

     会議は、作業部会長（全日本海員組合名古屋支部 山原支部長）により進行が行われ、
事務局より配布資料に基づき説明。令和７年度海の事故ゼロキャンペーン実施計画（案）
を了承し、連絡会議（本会議）に報告することとしました。 

 
    
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

【作業部会の開催状況】 

【作業部会長挨拶】 



 

-2- 

(2)  本会議 
   会議は、6 月 6 日（金）名古屋港湾会館 2 階第 1 会議室において開催。当日は、連絡会

議を構成する 41 団体組織の中、34 団体組織から 48 名の出席がありました。 
会議は、連絡会議議長（伊勢湾海難防止協会 𠮷川会長）により進行が行われ、事務局

より配布資料に基づき説明。審議の結果、令和 7 年度 海の事故ゼロキャンペーン実施計画
（案）は異論等なく承認されました。 

 
 

 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

【連絡会議の開催状況】 

【連絡会議議長挨拶】 【第四管区海上保安本部 交通部長挨拶】 
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２ 東海地方実施計画 

   6 月 6 日（金）開催の海難防止強調運動推進東海地方連絡会議において「令和 7 年度海の
事故ゼロキャンペーン東海地方実施計画」を決定しました。計画の内容は次のとおりです。
（内容を一部省略、簡略化しています。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
 

 
  

   
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
令和 7 年度 海の事故ゼロキャンペーン東海地方実施計画 

〈海難防止強調運動推進東海地方連絡会議〉 
 

1 目的    
全国海難防止強調運動実行委員会が「海の月間」の時期に合わせて「海難ゼロへの願い」

をスローガンに官民の関係者が一体となって行う「海の事故ゼロキャンペーン」を展開す
ることから、東海地方においても国民に広く海難防止思想の普及及び高揚並びに海難防
止に関する知識・技能の習得及び向上を図るとともに海難の未然防止に寄与すること
を目的に同キャンペーンを推進する。 

 
2 期間 
  令和７年７月 16 日(水)〜７月 31 日(木)までの 16 日間 
 
3 重点事項 
  第 11 次交通安全基本計画等に鑑み全国海難防止強調運動実行委員会において設定された令
和３年度からの５か年計画の重点事項を踏まえ、海難防止強調運動推進東海地方連絡会議に
おける重点事項は次のとおりする。 
(1) 小型船舶の海難防止 
(2) 見張りの徹底及び船舶間コミュニケーションの促進 
(3) ライフジャケットの常時着用等自己救命策の確保 
(4) ふくそう海域等の安全性の確保 
 

4 推進項目 
  4.1  小型船舶の事故防止に関する推進 

 プレジャーボートの発航前等における点検の徹底等 
    東海地方における令和２年から令和６年までの船舶事故（以下「東海地方に 

おける事故」という。）では、プレジャーボートによるものが全体の約６割を
占めており、その中でも機関故障が最も多く発生している。機関故障の原因は、
整備不良や老朽衰耗によるものが多いことから、発航前点検の徹底を図るとと
もに、専門業者による定期的な点検整備の重要性について積極的に周知啓発し
運航者の安全意識の向上を図る。 
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 漁船及びプレジャーボートの適切な見張りの徹底 
東海地方における船舶事故の約４割が衝突（単独含む）、乗揚事故であり、

漁船及びプレジャーボートが関係する割合が高く、原因は見張り不十分による
ものが多いことから、適切な見張りの徹底を図る。 

併せて、AIS 搭載義務の無い小型の漁船についても、AIS を搭載することに
より、自船の動静を大型船に容易に認識させることができるなど事故防止に寄
与するため、リーフレットの活用などにより AIS 搭載の推進についての周知・
啓発に努める。 

 
 多様化・活発化するマリンレジャーの安全対策 

近年、マリンレジャーが多様化・活発化しており、カヌー・ＳＵＰ等は小型
船舶操縦士免許や検査が不要なため、海に関する基礎知識が少ない者が利用し
ていることもあるため、海上保安庁の総合安全情報サイト「ウォーターセーフ
ティガイド」の周知及び利活用をして啓発を図る。 

 
 海の安全情報を利活用した気象情報の収集  

プレジャーボートや漁船等の操縦者、海水浴や釣り等のマリンレジャー愛好
者にして、気象庁が発表する気象警報・注意報等と合わせて海上の風や波の状
況を海上保安庁が提供する「海の安全情報」で確認するように安全意識の向上
を図る。 

 

4.2  見張りの徹底及び船舶間コミュニケーションの促進 

 常時適切な見張りの徹底 
東海地方における事故では、衝突（単独含む）・乗揚が全体の約４割を占め

ることから、航行又は漂泊中における常時適切な見張りの徹底を図る。 
 

 船舶間コミュニケーションの促進 
早期に船舶間の意思疎通を図り、相手船の動向を把握することで、適切な操

船を行う。 
・早めに相手船にわかりやすい動作をとる。 
・ＶＨＦや汽笛信号等を活用する。 
・ＡＩＳ情報を活用するとともに、正しい情報を入力する。 
 

 漁ろう中の船舶との衝突の防止 
漁ろう中の船舶は、投網や漁場移動に伴う急発進・停止等の不測の動きをす

る場合があることから、見張りの徹底を図り、特に動静に留意し、早期かつ大
幅な避航を心掛ける。 
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4.3  ライフジャケットの常時着用等自分を救う３つの準備 
東海地方における海難において小型船舶から海中転落した者の救命率はライ

フジャケット着用者と非着用者では着用者の方が高いことから、海中転落した
乗船者の安全を確保するために、①浮力の確保②連絡手段の確保③速やかな救
助要請という３点が重要であることから、次の事項に関する周知徹底を図るこ
とにより自分を救う３つの準備を推進する。 
 ライフジャケットの常時着用 
 防水パック入り携帯電話等による連絡手段の確保 
 携帯電話等の GPS 機能を ON にしておくことによる位置情報の発信 
 118 番や NET118 の活用 

加えて、事故発生時における早期の通報、ひいては迅速な救助につなげるた
め、家族や友人、関係者に目的地や帰宅時間を事前に伝え、現在位置を定期的に
連絡することも有効であると周知する。  
なお、ライフジャケットの着用については、船舶職員及び小型船舶操縦者施行 

規則の一部改正により、小型船舶に乗船する者へ義務範囲が拡大されたことも踏
まえた推進活動を実施する。 
 

4.4 ふくそう海域等の安全性の確保 
走錨等に起因する事故防止のために、令和３年７月から正式運用が開始され

た三大湾等における湾外避難等の勧告・命令制度等について更なる周知、徹底
を図る。また、伊勢湾及び三河湾は多種多様な船舶が行き交う海域であり、荒
天時には多数の船舶が錨泊するため、走錨等の事故を未然に防止する活動とし
て各管区海上保安本部の対策等を一覧できる「走錨事故防止ポータルサイト」
やリーフレットを活用し、本制度の理解促進を図る。 

  
5 実施事項   
 5.1  広報活動 

 テレビ、ラジオ、新聞等公共性の高いメディア、自己組織、傘下組織等が
発行する社内外広報誌等、あらゆる広報媒体を利用した広報の実施 

 自己組織、傘下組織等の管理する庁舎、社屋、魚市場等へのポスターの
掲示（高速・有料道路サービスエリア等でのポスター掲示、リーフレッ
ト配布） 

 旅客船乗り場、船内、マリーナ等における、場内放送による周知 
 愛知県・三重県各漁業協同組合、漁業無線局、漁業協同組合近隣小学生

等の協力による安全メッセージの募集及び漁業用無線等を活用した啓発
活動 

 ホームページ、ツイッター、電光掲示板、垂れ幕等による広報 
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5.2 各種行事 
    地元行事等を通じて、本運動の周知を図る。 
 

5.3  安全に関する指導、教育、周知 
    訪船・現場指導、海難防止講習会、海上安全教室、人命救助訓練等に合わせ、 

指導・啓発を行う。 
 漁船、遊漁船、プレジャーボートの操船者に対する事項 

常時適切な見張りの徹底、早期見会い関係回避措置の実施、自船位置 
の確認、自己救命策確保及び発航前点検の徹底 

 一般船舶操船者に対する事項 
上記に加え、ＡＩＳ搭載船にあってはＡＩＳを活用した意思疎通と適 

正な運用、ＶＨＦ無線電話搭載船にあっては、無線の常時聴守及び活用 
 名古屋港海上交通センター及び伊勢湾海上交通センターが提供する錨 

泊船位置情報の周知及び利用促進 

【令和 7 年度 海の事故ゼロキャンペーンポスター・リーフレット】 
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３ 東海地方における活動状況 

   本キャンペーン期間中の活動としては、①ポスターの掲示、②海の事故ゼロキャンペーン
の広報周知、③メディアを活用した周知活動、④広報誌への掲載、⑤集客施設での広報活動、
⑥海上安全教室、⑦海難防止講習会、⑧イベントでの啓発活動、⑨安全パトロールに大別さ
れ、各団体・機関、各地区で展開されました。 

    東海地方における海難防止活動を推進する当協会としましては、こうした取組みは、地域
の協力、地域との連携に根付いた活動であり、海の事故ゼロキャンペーンの趣旨が地域に浸
透していることを示すものと考えています。 

また、これらの活動手法は、海の安全思想の普及・展開という観点から、効率的かつ効果
的な取組みであると思っており、今後も係る取組みの充実を図っていきたいと考えています。 
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４ 愛知県・三重県海域における海難発生状況（第四管区海上保安本部提供） 

4.1 令和6年における船舶事故発生状況（全国と第四管区海上保安本部管内との比較） 

 

 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

  R2 年 R3 年 R4 年 R5 年 R6 年 
全国 事故隻数（隻） 1961 1942 1882 1798 1838 
四区 事故隻数（隻） 121 99 109 120 107 
全国 死者・行方不明者数（人） 97 62 66 59 53 
四区 死者・行方不明者数（人） 1 4 0 1 3 

・令和6年の船舶事故隻数は令和5年と比べて全国は40隻増加、第四管区海上保安本部
管内は13隻減少。 

・令和6年の船舶事故による死者・行方不明者数は令和5年と比べて全国は6人減少、
第四管区海上保安本部管内は2人増加。 

・令和6年の第四管区海上保安本部管内における事故隻数は107隻であり、令和5年と
比べ13隻減少。 
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4.2 第四管区海上保安本部管内における船舶事故内訳（令和 2 年〜令和 6 年） 
 
 

 
(1) 船舶用途別における事故発生状況 

過去５年における船舶用途別の事故発生状況はプレジャーボート342隻（全体の61％）
と最も多く発生しており、次いで漁船が92隻（同17％）、貨物船が53隻（同9％）となっ
ている。 

 

 

 

 

 

 

 
(2) 事故種類別の発生状況 

過去５年における事故種類別では衝突（単独含む）が144隻（全体の26％）、運航不能
（機関故障）が105隻（同19％）、乗揚が71隻（同13％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

衝突（単独含む）
144 隻, 26%

乗揚71 隻, 13%

転覆36 隻, 6%

浸水33 隻, 6%火災

15 隻, 3%
その他

2 隻, 0%

機関故障

105 隻, 19%

推進器・舵障害

45 隻, 8%

無人漂流（海中転落）

15 隻, 3%

無人漂流（係留不備）

23 隻, 4%

バッテリー過放電

8 隻, 1%

燃料欠乏11 隻, 2%

走錨3 隻, 1% 運航不能（その他）

45 隻, 8%

遊漁船, 21隻4％

貨物船, 53隻9％

タンカー, 21隻４％

旅客船, 11隻2％

作業船, 6隻1％ その他, 10隻2％

Ｒ２年〜Ｒ６年 

（合計）556 隻 

Ｒ２年〜Ｒ６年 

（合計）556 隻 漁船 
92 隻,17％ 

プレジャーボート 
342 隻、61％ 

・船舶用途別では小型船舶が全体の約８割で、プレジャーボート事故が多数を占める。 
・事故種類別では衝突が最多であり、次いで運航不能（機関故障）、乗揚。 
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4.3 プレジャーボート事故の発生状況（令和２年〜令和６年） 

 
(1) 過去５年におけるプレジャーボートの事故342隻のうち、事故種類別では運航不能 

（機関故障）が84隻（全体の25％）、乗揚が55隻（同16％）、衝突（単独含む）が44隻 
（同13％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

(2) 機関故障の原因別発生状況 
過去５年における運航不能（機関故障）事故発生状況は計84隻であり、原因は整備不

良が32隻（全体の38％）、老朽衰耗が14隻（同17％）となっている。 

  

整備不良

32 隻, 38%

老朽衰耗

14 隻, 17%
取扱不注意

4 隻, 5%

原因不明

5 隻, 6%

その他

29 隻, 34%

・事故種類別では運航不能（機関故障）が最多であり、次いで乗揚、衝突（単独含む）。 
・運航不能事故の約65％は、発航前検査及び専門業者による定期的な整備により防ぐ

ことが出来ると考えられる機関故障、推進器・舵障害、機関取扱不注意が占め、その
原因は整備不良が最多。 

衝突（単独含む）

44隻, 13%

乗揚

55隻16%

転覆, 28隻8%

浸水, 22隻7%

火災・爆発4隻, 1%
その他4隻,1%

機関故障

84隻, 25%

推進機・舵障害

30隻, 9%

無人漂流（海中転落）

4隻, 1%

無人漂流（係留不備）

15隻, 4%

バッテリー過放電

8隻, 2%

燃料欠乏

11隻, 3% 運航不能（その他）

35隻, 10%

Ｒ２年〜Ｒ６年 
（合計） 
342 隻 

Ｒ２年〜Ｒ６年 

（合計） 

84 隻 
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(3)  衝突（単独含む）・乗揚げ事故の原因別発生状況 
過去５年における衝突（単独含む）及び乗揚事故は計99隻であり、原因は見張り不十

分が41隻（全体の42％）、水路調査不十分20隻（同20％）、船位不確認16隻（同16％）、
操船不適切が14隻（同14%）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

4.4 漁船事故の発生状況（令和２年〜令和６年） 

 
(1)  過去５年における漁船事故の発生状況は衝突（単独含む）が33隻（全体の36％）、運

航不能（無人漂流（海中転落））が11隻（同12％）運航不能（機関故障）が8隻（同9％）
となっている。 

 

 

 

 

 

 

・事故種類別では衝突（単独含む）が最多であり、次いで運航不能（無人漂流(海中転落)）。 
・衝突（単独含む）及び乗揚事故の原因は見張り不十分が最多で、全体の82％。 

Ｒ２年〜Ｒ６年 
（合計） 

99 隻 

衝突（単独含む）

33隻, 36%

乗揚5隻, 5%

転覆5隻, 5%

浸水4隻, 4%

火災

6隻, 7%

機関故障

8隻, 9%

推進器・舵故障

6隻, 7%

無人漂流（海中転落）

11隻, 12%

無人漂流（係留不備）

5隻, 5%

走錨2隻, 2% 運航不能

（その他）

7隻, 8%

Ｒ２年〜Ｒ６年 

（合計）92 隻 

見張り不十分

41 隻, 42%

水路調査不十分
20 隻, 20%

船位不確認
16 隻, 16%

操船不適切
14 隻, 14%

その他
8 隻, 8%
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   (2) 衝突（単独含む）・乗揚事故の原因別発生状況 
    過去５年における衝突（単独含む）及び乗揚事故は計38隻であり、原因は見張り不

十分31隻で全体の82％を占めている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

4.5 全国及び第四管区海上保安本部管内における走錨に起因する船舶事故の発生状況 
（令和２年〜令和６年） ※漁船及びプレジャーボートを除く 

 

 

 

(1)   全国では貨物船及びその他の走錨が最多で６隻（各３７．５％）発生している。 

 

 

 

 

 

  全国 四管区 

貨物船 ６ 0 
タンカー １ 0 
作業船 ２ 0 
旅客船 １ 0 
その他 ６ 0 
合計 16 0 

見張り不十分

31隻, 82%

操船不適切

2隻, 5%

船位不確認

2隻, 5%

居眠り運航

2隻, 5%
その他

1隻, 3%

（単位：隻） 

Ｒ２年〜Ｒ６年 

（合計）38 隻 

6隻

1隻
2隻

1隻

6隻

0隻
1隻
2隻
3隻
4隻
5隻
6隻
7隻

貨物船 タンカー 作業船 旅客船 その他

・令和２年〜令和６年の間で走錨に起因する事故は全国で16隻発生 
・走錨に起因する事故は全国で乗揚が最多、次いで衝突（単独含む） 
・走錨は、風速５ｍ/secを超えると発生しはじめる 
・第四管区海上保安本部管内の発生件数はなし 
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(2)  走錨に起因する事故種別は乗揚が８隻（50％）、衝突が７隻（約 44％）発生している。 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

 

 

 (3)  走錨事故は、風速５〜10ｍ/sec 及び 10〜15ｍ/sec で最も多く発生しており５隻（31％）
ずつ、15〜20ｍ/sec が４隻（25％）の順で多く発生している。 

 

 

  

2
1 1

2

22

11

1

11

1
0

1

2

3

4

5

6

20000GT〜

10000〜
20000GT
3000〜10000GT

1000〜3000GT

500〜1000GT

300〜500GT

（単位：隻）

乗揚

8隻, 50%

衝突

7隻, 44%

運航不能

1隻, 6%

Ｒ２年〜Ｒ６年 

（合計）16 隻 
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4.6 船舶事故に伴う海中転落者のライフジャケット着用状況（令和２年〜令和６年総計） 

 

 

   

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

  

4人
(44%)

87人
(99%)

5人
(56%)

1人
(1%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

非着用

着用

生存者 死者・行方不明者

88 人 

９人 

93% 91% 92%
100%

83%

70%

80%

90%

100%

R2 R3 R4 R5 R6

海中転落者のライフジャケット着用率（漁船、遊漁船、プレジャーボート）

救命率 99％ 

 

・ライフジャケットの着用率は増加傾向にあったが令和６年は減少した。 

・ライフジャケット着用者の救命率は高い。 
・漁船、遊漁船、プレジャーボートから海中転落した97人のうちライフジャケット着用 

者は88人であり、非着用は９人であった。 
・ライフジャケット着用者の救命率99％に対して非着用者の救命率は44％と低くなっ 

ている。 

救命率 44％ 
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4.7【参考】 
全国及び第四管区海上保安本部管内における平成15年6月に規制緩和（検査、免許不要）さ
れてからのミニボートの事故隻数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・全国におけるミニボートの事故隻数は右肩上がりに増加し、最近の5年間（R2〜R6）平均は

106.6隻 
・事故に伴う死者数は21年間で36人（1.7人/年）であるが、最近の5年間（R2〜R6）では11人

（2.2人/年）である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・第四管区海上保安本部管内におけるミニボートの事故隻数21年間で94隻（4.5隻/年）で

あるが、最近の5年間（R2〜R6）では29隻（7隻/年）と増加傾向になっている。 
・事故に伴う死者数は21年間で2人である。 

  

0
1 1

5

2

6
5 5

2 2

8

4

6
5

1

6

9
8

5 5

8

1 1
00

5

10

H16 H17H18H19 H20H21H22 H23H24H25 H26H27H28 H29H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

第四管区海上保安本部管内におけるミニボート事故の推移

海難隻数

（単位：隻）

15 20
29

39 35
49 51 49 56 58 59 59

68 72
85 90

103
121

106 107
96

1 1 1 2 2 0 1 2 0 5 1 3 3 0 1 2 4 3 0 2
2

-10

40

90

140

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

全国におけるミニボート事故の推移

海難隻数

（単位：隻） 
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4.8 マリンレジャーに伴う海浜事故の発生状況（令和２年〜令和６年総計）【参考】 
 
 

令和６年のマリンレジャーに伴う海浜事故69人のうち、活動別ではサーフィン中が23人
（全体の33％）で最も多く、次いで釣り中が22人（同32％）、遊泳中が9人（同13％）とな
っており例年通りの傾向となっている。 

 
   ●マリンレジャーに伴う海浜事故者数 

 

 
 
 
 
 
 

●うち死者・行方不明者数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

・令和６年は、マリンレジャーに伴う海浜事故は例年どおりの発生状況となった。 

9人

9人

5人

6人

24人

22人

18人

23人

3人

5人

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R2〜R5（平均）

R6
(33%) (7%)

3人

4人

1人

3人

6人

5人

2人

1人

1人

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R2〜R5（平均）

R6
(31%) (23%) (8%) 

(27%) (47%) (12%) (4%) 

(38%) 

(6%) 

(13%) (9%) (32%) 

(15%) (8%) (38%) (28%) (4%) 



 

-20- 

4.9  海難事故事例 
 

〈事案 1〉プレジャーボート転覆 
船長及び乗船者２名は事故船に乗船して離島の定係地を出港したが、その後、連絡が

取れず行方不明となった。翌朝、関係者が捜索したところ事故船は発生場所において転
覆しており、その後、乗船者３名は遺体で発見された。詳細な事故概要や原因は調査中。         

〈ポイント〉 
    家族や関係者等に到着時刻や帰港時刻等の計画を 

伝えていれば、早い段階で通報、そして捜索ができ 
ていたと考えられます。海に出る際には家族や関係 
者等に今後の計画を伝えておきましょう。 

 
 

〈事案 2〉プレジャーボート運航不能（機関故障） 
    プレジャーボートが航行中、機関が異音を発して停止し航行不能となったもの。乗組員

が原因調査したところエンジンオイルが乳化していたことから自力航行不可能と判断し、
救助要請した。後日、調査した結果オイルシールの劣化により機関に海水が混入していた
ことが判明した。 

〈ポイント〉 
発航前には燃料、潤滑油、バッテリー液、燃料 
フィルターや船体の状況等を点検してから出港 
しましょう。また、取扱説明書に基づく専門業 
者による定期的な点検を受けましょう！ 

  
 

〈事案 3〉プレジャーボートと漁船の衝突 
    漂泊して魚釣りをしていたプレジャーボートと漁場に向かって航行する漁船が衝突した

もの。プレジャーボートは漁船を確認後、継続して漁船を監視していたところ、自船を避
ける様子がないことに気づき、同漁船に向けて手を振るなどのアピールをしたが、漁船が
プレジャーボートの存在に気づかず、そのまま衝突した。衝突後、プレジャーボートは転
覆した後に沈没した。漁船はレーダー画面に傾注しており、前方見張りを怠ったまま航行
を続けたことが原因。 

〈ポイント〉  
常時、見張りを徹底しましょう！！ 
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令和 7 年度 伊勢湾・三河湾海域利用者航行安全協議会 

１ 令和７年度総会 

     今年度から新たに、三重県の赤須賀漁業協同組合様、白塚漁業協同組合様、松阪漁業協同
組合様の参画があり、協議会の構成は、愛知県の漁業関係 13 団体、三重県の漁業関係 13 団
体、海事関係 17 団体、関係行政 7 機関となりました。    

令和 7 年度総会は、7 月 15 日（火）常滑市まるは食堂りんくう常滑店大会議室において
開催。50 組織の内、46 組織から 60 名の出席がありました。 

冒頭、令和 7 年度の会長として愛知県漁業協同組合連合会代表理事会長の山下三千男氏
を出席者の満場一致により選出し、以後、山下会長により議事が進行されました。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 (1) 令和 6 年度事業報告について 

   事務局より、配布資料に基づき本協議会の事業活動の概要並びに、令和 6 年度事業の内   
容について報告し、了承を得ました。 

 
 (2) 決算・予算報告について 

   事務局より、配布資料に基づき令和 6 年度収支決算報告について説明。続いて、東海内
航海運組合専務理事の大西氏より、監査結果について「適正に処理されている。」旨の報
告があり、議長より出席者に諮ったところ、異論等なく承認されました。  

また、監査委員として、東海内航海運組合の大西専務理事、中部沿海海運組合の柴垣専
務理事を全会一致で選出しました。 

次に、事務局より、配布資料に基づき令和 7 年度収支予算(案)について説明。議長より
出席者に諮ったところ、異論等なく承認されました。  

 
 (3) 令和 7 年度事業計画について 

 ① 簡易型 AIS 搭載モデル事業 
      第四管区海上保安本部交通部より、配布資料に基づき、簡易型 AIS 搭載モデル事業に

【令和 7 年度総会の開催状況】 
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ついて説明。令和 7 年度においても、引き続き簡易型 AIS モデル事業を継続していくこ
と異論等なく承認されました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ② 中部空港海上保安航空基地の業務見学   

  事務局より、中部空港海上保安航空基地の業務見学について提案し、今年度事業 
として実施することで異論等なく承認されました。 

 
 (4)  連絡事項 

・第四管区海上保安本部交通部より、配布資料に基づき、海難発生状況について説明。 
・伊勢湾海難防止協会より、海の事故ゼロキャンペーン、霧海難ゼロの推進について説明。 
 
 
 
 
 
 

 
 

２ 中部空港海上保安航空基地の業務見学  

  大型観光バスをチャーターし、総会会場より中部空港海上保安航空基地に移動。業務説明 
を受け、同基地所属の航空機（回転翼）による HR 訓練（要救助者吊上訓練）を見学。伊勢 
湾・三河湾海域を仕事場とする協議会会員において、中部空港海上保安航空基地の機能と業 
務を理解し、知識を深めることができました。（見学者 58 名）  
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鍋田ふ頭 T1 岸壁ガントリークレーン撤去・設置に係る 
船舶航行安全に関する調査研究 

【調査研究の概要】 

名古屋港鍋田ふ頭には、T１・T２・T３岸壁が配置され、中国・韓国・東南アジア貨物を 
 中心に取り扱う一体化したコンテナターミナルとして稼働しており、名古屋港のコンテナ貨

物の約 4 割を取り扱う高い稼働率を誇っています。 
 係る状況の中、T1 岸壁に設置されているガントリークレーン 3 基は、設置後 27 年が経過
していることから、事業者においては既設のガントリークレーンを撤去し、新たなガントリ
ークレーンを設置する計画です。 
鍋田ふ頭 T１岸壁には、T２・T３岸壁が隣接しており、同岸壁に着離岸するコンテナ船の

航行が頻繁であることに加え、対岸の弥富ふ頭には大型自動車運搬船等の利用実態があるこ
とから、撤去・設置作業に際しては、作業区域の設定、作業時間の設定等、これら岸壁を利
用する船舶に配慮した安全対策が必要となります。 

また、撤去・設置作業においては、曳航長 300 メートルにも及ぶ大型起重機船やフォー
ク台船の曳航作業が実施されることから、名古屋港に入出港する船舶への航行に配慮した安
全対策についても検討する必要があります。 
 本調査では、学識経験者、海事関係者並びに関係官公庁職員等で構成する特別専門委員会
において、ガントリークレーン撤去・設置に係る施工方法等を踏まえ、港内曳航作業時の安
全対策、撤去作業時の安全対策、設置作業時に安全対策について検討を行い、所要の航行安
全対策を取りまとめました。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【ガントリークレーンの曳航状況図】 【委員会の開催状況】 
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三河港バイオマス発電事業に係る船舶航行安全に係る 
調査研究（その２） 

【調査研究の概要】 

当協会では、令和元年度に「三河港田原地区におけるバイオマス発電事業に係る船舶航行
安全に関する調査研究」を実施している。事業者においては、バイオマス発電所並びに燃料
受入れ桟橋の建設を終え、令和元年度調査の検討結果を踏まえ、今年度より本格的にバイオ
マス燃料を受入れ、商業運転を開始することとしています。 

   令和元年度調査では、バイオマス燃料輸送船の最大船型を 3.8 万 DWT 級として所要の航
行安全対策を検討しているが、事業者においては、バイオマス燃料の輸送の効率化等を図る
ため、受入れ最大船型を 4.5 万 DWT 級に大型化する計画です。 

本調査では、学識経験者、海事関係者並びに関係官公庁職員からなる特別専門委員会にお
いて、三河港田原地区におけるバイオマス発電所燃料受入れ桟橋に入出港する 4.5 万 DWT 級
貨物船の航行について、通航路、桟橋へのアプローチ、着離桟操船に係る航行の安全性並び
に係留時の安全性について検討を行い、必要となる航行安全対策を取りまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
【発電所・桟橋・着桟船の状況（事業者 HP より抜粋）】 

【委員会の開催状況】 
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四日市港岸壁整備計画変更に係る船舶航行安全対策検討 

【調査検討の概要】 

四日市港霞ヶ浦地区においては、令和３年度「四日市港霞ヶ浦地区岸壁整備に係る船舶航
行安全に関する調査研究」での航行安全対策を遵守した中で岸壁整備工事が進められている
ところ、事業者においてケーソン据付に係る工法の変更が必要となりました。 

ケーソン据付工法について、令和３年度検討では新設する護岸の背後に起重機船を配置し 
て施工する工法でしたが、背後に起重機船が入れないことが明らかとなり、工法を変更し、
起重機船を岸壁前面（航路泊地側）に配置して施工するものです。 

本検討では、起重機船の配置が80号岸壁等に入出港するコンテナ船の航行に影響を及ぼす
ことが懸念されることから、一般船舶並びに工事作業船の安全確保の見地から検討を行い、
航行安全対策を取りまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

【四日市港霞ヶ浦地区事業計画図（事業者 HP より抜粋）】 
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名古屋港新土砂処分場整備に伴う船舶安全管理業務 

【業務の概要】 

  伊勢湾北部海域では、中部国際空港島に隣接して大規模且つ長期に亘る名古屋港新土砂処 
分場整備事業が実施されており、周辺海域を航行する一般船舶等の航行安全を図るとともに、 
工事関係船舶の事故を防止する必要があります。 

当協会では、事業実施主体より委託を受け、令和 3 年度より「航行安全情報管理室」を設
置し、航行船舶、操業漁船及び工事作業船の安全確保ための各種情報の収集・提供、船舶及
び工事関係者に対する助言・指導等を行っており、令和 7 年度においても継続的に実施して
います。 

   

【お知らせ】 
   伊勢湾第五号灯浮標、伊勢湾第六号灯浮標の位置が変更になります。 

  移設作業は、中部地方整備局において、令和 7 年 10 月 27 日（月）〜11 月 11 日（火）
のうち２日間の日程で実施されます。詳細は中部地方整備局名古屋港湾事務所常滑出張所
（℡0569-38-8591）、又は第四管区海保安本部航行安全課（℡052-661-1611）までお問合
せ下さい。 

    
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標識名 現在位置 移設位置 

伊勢湾第五号灯浮標 
北緯 34-47-40.1 
東経 136-46-01.4 

（現在位置から 270 度方向へ 550ｍ） 
北緯 34-47-40.1 東経 136-45-39.8 

伊勢湾第六号灯浮標 
北緯 34-55-32.9 
東経 136-46-01.4 

（現在位置から 213.5 度方向へ 995ｍ） 
北緯 34-55-06.0 東経 136-45-39.8 

【周知リーフレット（第四管区海上保安本部 HP より抜粋）】 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 会 務 報 告  
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令和７年度 第１回通常理事会 
 

 公益社団法人伊勢湾海難防止協会の令和 7 年度第 1 回理事会は、令和 7 年 5 月 16 日（金） 
名古屋港湾会館３階第３会議室において開催しました。 
 役員の出席状況については、理事 19 名（現理事数 25 名）、監事 2 名（現監事数 2 名）の出
席があり、伊勢湾海難防止協会定款第 38 条の規定により定員数を満たしました。第 1 回理事
会における審議内容は下記のとおりです。 

記 

１ 議案審議 

 (1) 第 1 号議案「令和 6 年度事業報告について」 
 (2) 第 2 号議案「創立 60 周年記念事業積立預金取扱規程の制定と当期積立額について」 
 (3) 第 3 号議案「令和 6 年度収支決算について」 
 (4) 役員の改選について 
 (5) 通常総会の招集について 
  以上 5 議案について事務局より配布資料に基づき説明し、異議等なく、原案のとおり承認

されました。 
 

２ 報告その他 

  令和 7 年度の通常総会については、6 月 13 日（金）13:30〜名古屋港湾会館 2 階第 1 会議
室において開催することとなりました。 

  また、事務局より令和 6 年度の業務執行状況、会員の入退会について報告を行いました。 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

  

【令和 7 年度第 1 回通常理事会の開催状況】 
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令和７年度 通 常 総 会 
 

  公益社団法人伊勢湾海難防止協会の令和 7 年度通常総会は、令和 7 年 6 月 13 日（金）名古
屋港湾会館 2 階第 1 会議室において開催しました。 
 出席会員の状況は、当日出席正会員 85 名、委任状提出会員 19 名、書面表決会員 39 名で本
総会に出席と見なされる数は 143 名でした。正会員総数（146）団体等の過半数に達しており、
伊勢湾海難防止協会定款第 13 条及び第 18 条の規定により、総会は適用に成立しました。 
 冒頭、当協会会長の𠮷川廣一より挨拶を行い、続いて来賓としてご出席頂いている第四管区
海上保安本部長の澤井幸保様からご祝辞を頂きました。なお、澤井本部長は所用により退席さ
れました。 
 伊勢湾海難防止協会定款第 17 条の規定により「総会の議長は、会長がこれに当たる」と規定
されており、以後、𠮷川会長の進行により議案審議に入りました。令和 7 年度通常総会の審議
内容等は下記のとおりです。 

記 

１ 議案審議 

(1)  第 1 号議案「令和 6 年度事業報告について」 
(2) 第 2 号議案「令和 6 年度収支決算について」 
(3) 第 3 号議案「役員の改選について」 
 以上 3 議案について事務局より配布資料に基づき説明し、異議等なく、原案のとおり承認
されました。 

 

２ 報告その他 

  事務局より、配布資料に基づき令和 7 年度事業計画、令和 7 年度収支予算、会員の入退会
の状況について報告を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和 7 年度通常総会の開催状況】 
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臨 時 理 事 会 
令和 7 年 6 月 13 日（金）通常総会終了後、理事 20 名、監事 2 名の出席を得て開催。業

務執行理事等の選定について審議を行い、次頁記載の役員名簿のとおり承認されました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【臨時理事会の開催状況】 
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◆ 公益社団法人伊勢湾海難防止協会 役員名簿 ◆ 

（任期：令和 8 年度通常総会の終結まで） 
 

（順不同・敬称略） 
役 名 氏 名 会社・団体名 

代表理事（会長） 
業務執行理事（副会長） 
  〃   （副会長） 
  〃   （副会長） 
  〃   （専務理事） 
理  事 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
監  事 
  〃 

小林  司 
小川  謙 
豊田 正博 
伊東 佳宏 
鈴木 朋幸 
浅野  皇 
平野 順二 
棚橋 昭徳 
盛田 隆行 
池原  修 
深津 彰省 
谷川 勝哉 
野村 友裕 
金原  翼 
長谷川 誠 
渡辺  敦 
石川  仁 
矢野 千春 
原  弘三 
尾山 和夫 
石倉 利康 
山口  淳 
梶元 淳二 
山原  始 
濱口 慶太 
坪井 伸夫 
中塚 勝弘 

公益社団法人 伊勢湾海難防止協会 
日本トランスシティ株式会社 
総合ポートサービス株式会社 
伊勢三河湾水先区水先人会 
公益社団法人 伊勢湾海難防止協会 
半田港運株式会社 
四日市港運協会 
四日市港振興会 
潮見発展協議会 
株式会社商船三井名古屋支店 
東邦ガス株式会社 
株式会社 JERA 西日本支社 
日本郵船株式会社名古屋支店 
川崎汽船株式会社名古屋支店 
昭和四日市石油株式会社四日市製油所 
コスモ石油株式会社四日市製油所 
トヨフジ海運株式会社 
名古屋汽船株式会社 
愛知海運株式会社 
上野マリタイム・ジャパン株式会社 
出光興産株式会社愛知事業所 
名古屋日本船代理店会 
愛知県港湾空港建設協会 
全日本海員組合名古屋支部 
三重県漁業協同組合連合会 
グリーン海事株式会社 
名古屋港運協会 
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令和 7 年度上半期 業務実施状況 
 

月 日 業 務 内 容 

4 月 8 日 （火） 
5 月 9 日 （金） 
 
5 月 13 日（火） 
5 月 16 日（金） 
5 月 19 日（月） 
5 月 21 日（水） 
5 月 23 日（金） 
5 月 29 日（木） 
 
5 月 29 日（木） 
6 月 4 日 （水） 
6 月 6 日 （金） 
6 月 10 日（火） 
6 月 12 日（木） 
6 月 13 日（金） 
7 月 1 日 （火） 
7 月 8 日 （火） 
7 月 15 日（火） 
7 月 18 日（金） 
8 月 21 日（木） 
8 月 25 日（月） 
9 月 11 日（木） 
 
9 月 11 日（木） 
9 月 30 日（火） 
 

名古屋港友会 4 月例会出席（名古屋港運協会主催） 
「鍋田ふ頭ガントリークレーン撤去・設置に係る船舶航行安全に関する調
査研究」特別専門委員会開催 
伊勢湾三河湾タグ協会総会出席 
令和 7 年度第１回通常理事会開催 
海難防止強調運動推進東海地方連絡会議（作業部会）開催 
名古屋港台風地震津波対策委員会出席（海上保安協会名古屋支部主催） 
出光興産株式会社愛知事業所 50 周年記念式典出席 
「三河港バイオマス発電事業に係る船舶航行安全に係る調査研究（その
２）」特別専門委員会開催 
公益社団法人 日本海難防止協会「令和７年度第１回理事会」出席 
公益社団法人 中部小型船安全協会「令和 7 年度総会」出席 
海難防止強調運動推進東海地方連絡会議（本会議）開催 
愛知県港湾審議会三河港部会出席（愛知県主催） 
伊勢湾三河湾台風対策協議会出席（四管本部主催） 
令和 7 年度通常総会開催 
名古屋港友会 7 月例会出席（名古屋港運協会主催） 
伊勢湾 BCP 協議会出席（中部地方整備局主催） 
伊勢湾三河湾海域利用者航行安全協会会開催 
四日市港岸壁整備計画変更に係る航行安全対策検討会開催 
令和 7 年度中部船員災害防止連絡会議出席（中部運輸局主催） 
名古屋港における将来の航路体系あり方検討会出席 
「四日市港港湾計画改訂に係る船舶航行安全に関する調査研究」特別専門
委員会（第 1 回）開催 
船員災害防止中部支部大会出席 
「令和 7 年度 名古屋港新土砂処分場建設に係る船舶航行安全に関する調
査研究」特別専門委員会（第 1 回）開催 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 事務局からのお知らせ 
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１ 会長の交代について 

  令和 7 年 6 月 13 日（金）に開催致しました令和 7 年度通常総会並びに臨時理事会の儀を
経て、𠮷川廣一会長の後任として、小林 司が当協会の会長に就任致しました。 

  𠮷川前会長は、令和 2 年 6 月 12 日に当協会の会長に就任され、以来 5 年の長きに亘り、
公益社団法人伊勢湾海難防止協会の会長として、当協会が使命とする船舶の航行安全に関す
る調査研究並びに、海難防止活動事業の推進にご尽力を頂きました。事務局職員一同、深く
感謝申し上げる次第であります。今後は、奥様と二人で健康に留意され、元気で暮らして頂
きたいと願っています。有難うございました。 

  小林新会長は、平成 27（2015）年 5 月から 2 年間、伊勢三河湾水先区水先人会副会長の職   
務の傍ら、当協会の専門委員として協会事業に対し指導ご鞭撻を頂きました。今後は、小林
会長の下、事務局職員一同、当協会の事業活動の推進と発展に努めていく所存です。宜しく
お願いいたします。 

 

２ 令和 7 年度下半期の予定について  

 令和 8 年新年賀詞交歓会は、1 月 8 日（木）午後 4 時から名古屋マリオットアソシ
アホテル 16F の会場（アゼリア）で開催致します。 

 令和 7 年度第 2 回通常理事会は、令和 8 年 3 月 5 日（木）名古屋マリオットアソシ
アホテルの会場で開催する予定としています。 
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